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付質屋営業における適正金利水準について
1. はじめに
第 1表が明らかに示しているごとく，わが国のいわゆるサラリーマン金融
（以下サラ金と略称）業者が一般の借り手に課している金利は他種の貸し手や，
米英両国の同種の貸し手の貸し出し金利にくらぺてあまりにも高すぎる。そし
てこの高金利がすでに社会問題化して久しいサラ金弊害をひき起す根本原因と
なっているように思われる。そこで小稿では，かかる高金利の原因を究明し，
それからの弊害を明らかにすると共に，サラ金金利の適正水準1)と正常化の方
1)ここで言う金利の適正水準とは， 本来は本産業内および他産業との間で十分な競争
（特に金利面での）が存在する場合に成立する金利水準なのだが，金利競争の欠除も
しくは不十分な場合は，競争のなされている類似産業の平均的なコスト率（例えば人
件費の場合は類似産業の同種労働の 1人当り平均人件費）と同じものをもとにして，
他産業と均衡のとれた総使用資本収益率をもたらす金利水準をいう。
?
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第1表個人ローン（無担保，無保証人，期間2年以内）実質年利
日 本1) アメリカ2) I イギリス3)
サラ金，消費者金融会社 平均 84 % 平均 21. 24 % 約 37 彩
信 販 ム云 社 平均 30
銀行系カード会社 約 14 平均 17.15 
銀 行 約 ， 約 13.40 
注1)新聞広告 (1978年4月~7月）などより推計
2) Federal Reserve Bulletin, May 1975, p. A46. 
3) Beneficial Finance Co. of Englandの金利（佐野勝次「ロンドン通信」，『パー
ソナル・ロー ン」 1977年6月号， 20ペー ジより計算）
法について考えてみたい。
2. サラリーマン金融の定義
本稿でいうサラ金とは現在に一般に言われているところのものと異ならない
が，改めて定義すればつぎのとおりである。すなわち，それは無担保で，大抵
の場合保証人を必要とせず，健康保険証など住所や勤務先を証明するものと給
与明細書を提示させて，主にサラリーマンやその配偶者などに即座に普通は10
万円前後の金銭を，常識的な水準を蓬かに超える高利（現在よくみられるのは年73
~91%)で，期間 2年以内の割賦もしくは自由返済方式で，業として貸し出され
るものをいう。元本の割賦返済方式の場合はもとより，一括返済方式の場合でも
少なくとも利息だけは 1カ月ごとあるいは36日などごとに，普通はその期間中
の借用元本に借用日数を乗じさらに年利を 365で除してえられる日歩を乗じて
算出し，それを支払わせることが条件の 1つとなっている。ついでながら，こ
のように利息が毎月払いであるということは，実は利息は毎月複利で計算され
徴収されていることを意味する。そのわけを簡単に言えば，借り入れてから丁
度 1年後に 1年間の利息を一括して支払う場合にくらべて，毎月払いの場合は
貸し手はそれだけ早く利息収入を得てそれをさらに貸し出せば利息が利息を生
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み，他方借り手にとっては借金をして利息を支払う場合利息負担が生ずるから
である。したがって実質年利 100彩と言っても毎月払いか半年あるいは 1年払
いかなどによってその実質年利は異なり，例えば毎月払いの年利 100彩（月利
8.33%)は 1年ごとのあと払いの年利で言えば161.2彩になり，同じく半年複利
（すなわち預金金利のように半年ごとの利息支払い）の年利表示では， 123.2彩とな
ることに注意しておこう 1)。
つぎにサラ金営業の法的根拠は「出資の受入，預り金及び金利等の取締等に
関する法律」 （昭和29年法律第195号，以下出資法と略称）などであるが， 営業は
単なる届出制であって行政官庁による監督は全くなく，ほとんど野放しの状態
にある。なお金利の法的規制については，「利息制限法」（昭和29年法律第100%)
では法律上有効な利息は年20形まで（但し元本が10万円未満の場合）と規定され
ているが，本法は民事法であって違反しても罰則はなく， そこでそれをよい
ことにしてサラ金業者などは刑罰つきの上記の出資法が規定する上限金利年
109.5彩もしくはその近くまで借り手に課してきたわけである2)。
統計が皆無なので，正確なことはわからないが，昨年末現在，全国で営業中
の以上のごときサラ金業者数は専業，兼業併せて約22,000社でこれらが， 約
350万人のサラリーマンなどに約5,000億円を貸しつつあったと推計される。
1)これはなにもサラ金に限ったことではなく，銀行などによっても広く実行されている
方法である。例えば住宅ローンのごとく毎月払いの利息の年利表示1096を預金金利の
場合と同様に半年複利の年利で 10.21彩と表示しても銀行としては利息収入がふえる
わけではないが，消費者に預金金利とローン金利との正しき比較を簡単に可能ならし
めるために，年利はどちらかの方法で統一して示されるべきであろう。現在のやり方
では， ローン金利は上例のごとく預金金利と同じ表示方法をとった場合にくらべて低
く，預金金利はローン金利と同じ表示方法をとった場合にくらべて高く示されている
こととなる。なお両表示方法の下での利率の差は，幾何級数的に増加するので，利率
の水準がサラ金のそれのごとく非常に高い場合は， その差は著しく大きなものとな
る。
2)サラ金など庶民金融の問題点の法的側面については， 中馬義直「出資取締法と利息
制限法の関係」，『ジュリスト』 1978年5月15日号， 50~59ページでくわしく検討され
ている。
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3. 高金利の原因と適正金利水準
サラ金の金利が高すぎるか否かを判断する場合，それと比較対照される基準
が必要だが，理想的な基準は，貸し手と借り手が共に契約自由の原則に基づい
て行動し，その上さらに貸し手間に金利競争が十分に存在する場合に成立する
金利であろう。しかし現在までのところはかかる条件は全く満されていず，し
たがってかかる基準そのものを直接に知ろうとしても知りえない。そこで本問
題に対する近似的な接近法の 1つはサラ金産業のコストと利益水準とを，性格
的に類似しかつ十分に競争がなされている他産業のそれら，あるいは全産業の
それらと比較してみることであろう。コスト＋利益＝価格という関係があり，
また有効な競争があれば企業間あるいは産業間の同種のコスト（例えば同種労働
の賃金コスト）や利潤は平準化する傾向があるから， そこでサラ金産業のコス
トや利益が他のそれらと比して高すぎれば，それはとりも直さず，サラ金金利
が高すぎることを意味するからである。
かような見地から，サラ金のコストや利益と他産業のそれらとを比較したの
が第 1図である。他産業についてはもとより，サラ金産業についても資料はす
ペて公表されているものを用いた。但し後者についての公表されている統計は
全くなく，そこで10数社の大小各規模のサラ金業者に決算資料の提供を乞うた
が， 1社からももらえなかったので，やむをえず全く珍しくも公表されている
某大規模サラ金 1社および小規模サラ金 1社（但し1業者団体が作成したモデル
社）のみの資料を使用した1)。
まず第 1図(b)から全コストの主要部分を占める人件費においてサラ金のそれ
が，最も零細な金融機関たる信用組合のそれを大きく上回っていることが直ち
に判明しよう。つぎに広宣費（広告宜伝費）については資料の都合上，米国の消
費者金融会社（以下CFCと略称）のそれと比較したが， CFCの1口座当り平
1)それぞれの資料名は第 1図の資料の欄に記されている。
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均貸出残高がサラ金のそれの約 5倍であることを考慮してもこれまたサラ金の
方がはるかに大であり，そして第 1図(f)から同(h)によって，サラ金の利益は貸
付残高当りでも総資本当りでも他のいずれのものより飛び抜けて大きいことが
わかる。ところでサラ金業者の多くはその金利が高いことの理由として，小ロ
貸付けの故に手数がかかりそれだけコストが高くつく，また危険負担が大きい
ということをあげるのを常としているが，まず前者については 1人当りの人件
第 1図 コスト・利益比較 (1976年度）
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(g) 
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ス業 （米国） （大） （小） 全信組 （米国） （大） （小）
（資料）
1. 大阪府全信組：大阪府商工部金融課「昭和51年度決算からみた府下信用組合の概
況」，昭和52年より計算。
2. CFC(米国の消費者金融会社）： National Ccnsumer Finance Ass'n, "NCFA 
Research Report on Finance Companies in 1976," June 1977より計算。
3. サラ金（大）：プロミス昧， AnnualReport "77資料集昭和52年より計算。
4. サラ金（小）：（社）兵庫県庶民金融業協会，「金利問題参考資料」 1976.2より計算。
5. その他の産業：日銀統計局『主要企業経営分析，昭和49年度下期』，昭和50年8
月， 50ペー ジ。
費が他よりたしかに高いのがだそれはなにも手数のかかることの故ばかりでな
かろう 1)。後者については第 1図(d)が示すごとく，強引な取り立ての故である
1)米国のCFCは新規客が来店してから貸出の実行まで 1時間以上におよぶ手数をかけ
るが， 日本ではしばしば「3分間で融資OK」と宜伝されるほどに実際はそう手数は
かけられていない。ちなみに，従業員 1人当りの年間人件痰はサラ金（大）が441万円
なのに対して，米国のCFCのそれは11,944ドルで， 1976年当時の為替レートたる 1
ドル=300円で換算して約358万円で，サラ金（大）の方が相当に高い。資料は第 1図と
同じ。
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が無選別融資をやっていながら驚くほどに低いのである。かくてサラ金の金
利が高いのは主としては必要なコストがどうしても高くつくからではなくて，
第1にはあまりにも過大な利潤がとられ，さらには広告宣伝費や人件費，その
他一部のコストが払われすぎであることに基づくもののようであることが判明
しよう。第2図は米国のCFCとわが国のサラ金のコスト，収益の水準と構造
および貸し出し金利水準などを比較したものである。米国での 1口座当りの平
均貸し出し残高がわが国のそれより約 5倍も大きいなど営業条件が少し異なる
ので，このままでは精密な比較はできないが，大まかな比較によってもわが国
のサラ金のコスト，収益そして金利がいかにアプノーマルなものであるかが容
易にわかるので，参考までに示した。
そこでサラ金の適正コストと適正利潤とを他の産業のそれらを参考にして推
計し，そこから 1つの適正金利水準を導いてみることにしたい。
参考とするためにまず選ばれたのは，信用組合（大阪府下全信用組合）やCF
Cのコストだが，これらのうち信用組合については業務の性格や規模の点から
して正常化された場合のサラ金産業に最も近い正常な産業であり，またそれは
他種金融機関との烈しい競争下にあり，さらにその業務について行政庁に検査
を受けるところから，そのコスト水準は小規模の金融機関として概ね妥当なも
のと考えうることから選ばれた1)。
第2表に即して説明をしていこう。最初に，従業員 1人当りの人件費は信用
組合のそれがいろいろ考えられるもののうちでサラ金にとって最も適正な水準
であると考えられる。その理由はサラ金の営業が正常化され，かつ社会的な存
在理由が十分認められた状態でのその従業員の仕事内容や職場としての世間的
な評価に最も近いものが信用組合だと考えられるからである2)3)。
なお，同じサラ金でも小規模社の 1人当り人件費は事務の機械化率が小さい
1)大阪府下全信用組合における 1組合当りの平均貸出残高は昭和52年3月末で約195億
円であったが，同時点におけるサラ金最大手2社の貸出残高は共に 100億円を超すも
のであった。
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第2表 サラ金のコストの実績値および適正値の一試算
全大51信年阪組度府実昭績下和 実昭サ和ラ金51年（大績度） 
従人業員件1人当費り 2,669 4,410 
同物件費 1,043 2,010 
以同下外の掲経の常も費用の 499 
同広告宜伝費 ｝ 71 2,253 
貸倒損失 270,316 
租税公課 71,279 
事 業 税 314,634 
支払利息 1,172,925 
注： 1)実績に基づきつくられたモデル値。
資料：第1図と同じ。
適サラ金正（大値） 実昭サ和ラ金51績年（小村） 適サラ金正（小値） 
2,669 3,075 2,669 
1,043 ｝ 1,565 } 1,114 71 
453 400 453 
270,316 1,200 1,200 
71,279 ｝ 300 } 300 81,000 
700,000 7,500 3,8505) 
ことなどにより現実には大規模社のそれより少かろう。それなのに両者を同一
としたのは，調整するに必要な資料がなかったからである。ついでながら，第
2表やつぎの第3表における実績値はすべて昭和51年度の実績値であるからし
て，このような 1年余りも前の数字を基礎にして，現時点での適正金利水準を
2)サラ金業における 1人当りの人件費が比較的に高いことの原因の 1つは人手のかかる
債権取り立て業務が相当に多いことにあるといわれるが，現在の厳しい取り立てを前
提にした意識的な過剰融資が業務の正常化によりなくなり，慎重な審査に基づく貸出
が一般になされるようになれば，人件費のこの部分は激減しよう。
3)昭和51年12月末における大阪府下全信用組合およびサラ金大規模社の従業員の平均年
齢は以下のとおりになっている。それ故従業員1人当りの人件費は同じでも，同一年
齢当りの人件費は後者の方が高くなる。
信 用 組 ム口 サラ金大規模社
従業員数 1百分比 1平均年齢 従業員数 1百分比 1平均年齢
男子 3,578人 63彩 34.6歳 264人 65彩 27.4歳
女子 2,033 37 26.6 141 35 23.9 
計 5,611 100 31. 7 405 100 26.4 
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第3表 サラ金のコスト，利益および貸し出し金利の実績値および適正値の一試算
（単位千円）
実サ昭和ラ金51年（大績度） 適サラ金正（大、実昭サ和ラ金51年（小績度） 贔嗜誓 亨麟悶試：金算値（小砂
a 棗度出中残平均高 9,120,034 9,120,034 60,000 60,000 60,000 
b 貸出年利率 102.2.% 36.1彩 102.2彩 36.5彩 36.2形2)
c 収入利息 9,427,545 3,293,134 49,731 21,908 21,744 
人 件 費 1,561,233 944,826 12,300 8,007 9,500 
物 件 費 711,400 369,222 } 
6,260 } 3,342 } 
下の掲経の常もの費以外用
3,794 
176, 711 25,134 
広告宜伝費 797,707 160,362 1,600 1. 359 1,600 
貸倒損失 270,316 270,316 1,200 1,200 1,800 
租税公課 71,279 71,279 } 
300 } 300 } 300 
事 業 税 314,634 81,000 
支払利息 1,172,925 700,000 7,500 3,850 3,750 
・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・--・ ・ー-・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・-・・・・・・・・-・ ----------
d 費用合計 5,076,205 2,622,138 29,160 18,058 20,744 
e 経常利益 4,351,340 670,996 20,571 3,850 1,000 (c-d) 
f 利総資子本支収払益前率 44.3% 11.0% 40.1% 11.0% 6.8%3) 
g 総資本収益率 34.9形 5.4飴 29.4% 5.5形 1.4% 
h 従（年業平員均）数 354人 354人 4人 3人 3人
i 総（年資平均）本 12,463,598 12,463,598 70,000 70,000 70,000 
j 借入（年資平本均比）率 51.1% 51.1% 85.7% 50% 50形
注 1)これは，ー業者団体が最低可能な貸出金利水準を知るためにモデルを用いて行なっ
た試算結果である。資料は，兵庫県庶民金融業協会神戸支部『兵庶金神戸支部だよ
り』，昭和53年6月20日号， 13ページより筆者が改めて計算。
2)計算上は36.2%となるが，収入利息の中には例えば借り手の提訴により利息制限法
の金利（最高年20%)しか徴求しえないものがあるので， 36.2%の利息収入を実際
に確保しょうとすれば，営業利率は44~47%の水準でなければならないという試算
担当者の説明があった。
3)当協会の試算では借入金利は年9~12%(加重平均10.7%)とされているにもかか
わらず，利子支払前総資本収益率が6.8%となるような経常利益 (1,000千円）が考
えられていることには問題があろう。
サラリーマン金融の高金利の原因と適正金利水準の一試算（上田） 11 
推計することの妥当性について疑問がもたれるかもしれない。この疑問がもし
もインフレによるコスト上昇に関してのものであれば大した問題ではなかろ
う。というのはインフレにより，かりにコストが5劣だけ全体として上昇して
も，平均貸付残高の同様の膨張があれば同一利子率の下で収支の実体は不変で
あり（事実ほぼ同様の膨張の可能性は多大），従ってこのようなときは金利水準は
コスト面からは上昇する必要がないからである。
つぎに従業員 1人当りの物件費や表中の「下掲のもの以外の経常費用」につ
いてのサラ金業の適正コストも業務の性質・内容および店舗の規模などの類似
性から，やはり信用組合のそれらの金額をほぼそのまま準用することとした。
但し広告宣伝費については信用組合の資料がないので，つぎのような方法でC
FCの盗料を用いてその適正値を推計した。全米消費者金融協会（以下 NCFA
と略称）が1976年に184社のCFCを対象にして行なった調査における広告宣伝
費に， 日本での 1口座当りの平均貸出残高（約62,000円，但し1976年末現在サラ金
大規模社実績）に対する米国でのそれ（約1,100ドル，但し1ドルを300円で換算して
33万円。上記 NCFA調査より）の倍数（すなわち5倍）を乗じてえられる金額とそ
の貸出残高に対する割合を，日本のサラ金大規模社の貸出残高に乗じてえられ
る金額をその適正値とした。なお米国のCFCの営業規模は日本のサラ金のそ
れより一般に相当大きいと思われるかもしれないが，この調査のサンプルには
ごく小規模のCFCも多数含まれており 1), 全体として言えば両者は比較対照
しえないほどかけ離れていると言うものではない。なお表中では他の項目との
関係上これを従業員 1人当りの金額で示してある。小規模社の従業員 1人当り
の広告宣伝費は大規模社のそれと同一額とした。
つぎに事業税について，大規模社の適正値は実績値を大きく下回っている
が，これはこれまでの過大利益が適正な水準に圧縮される場合の自然的な結果
である。小規模社のそれも実績値より当然少くなるはずだが，原資料で事業税
の金額が別個に示されていない上に，もともと金額が比較的に少いので便宜上
実績値のままとした。
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つぎに支払利息は，まず大規模社の適正値は実効借入れ金利1)を11彩として
算出し，小規模社についてはまず借入資本比率を実績値の85.7彩から50彩へと
現実的な水準に引き下げた上で，さきと同じ実効金利を適用してその適正値を
算出した。残りの貸し倒れ損失や租税公課については実績値どおりとした。
ここで第3表に移ろう。それは，以上のうちで従業員 1人当りの金額で示さ
れたものについてはそれぞれをまず総額に直し，その他はそのままで一表にま
とめた上，さらに適正値の欄については，利子支払前総資本収益率(f)を下記の
理由により年11彩とすることで以て，経常利益額(e)を，そしてこの利益額をも
たらす収入利息額(c)を逆算し，さらにそれと貸出残高(a)との関係から算出され
た貸出利率(b)を示している。
まず，サラ金小規模社の従業員数は実績値が4人であったものが，適正値は
3人と 1人減少しているが，これは従業員 1人当りの適正かつ十分取扱い可能
な貸出残高が小規模社でも 2,000万円であるという現実に基づいて減員され
た。無論実際には，従業員 1人当りの貸出残高が 1,000万円前後と少い業者も
あろう。しかし現に比較的多くの小規模社で 1人当り 2,000万円の貸出残高の
実績が達成されている以上は， 1人当り 1,000万円の残高水準は悪い立地，放
慢経営あるいは過剰人員などのいずれが原因であれ，適正ケースについての考
1) NCFA 1976年度調査サンプルの概要（資料：第1図と同じ）
総受取勘定残高 I会社数 1店舗数 I会社数
50万ドル未満 34 1 92 
50万ドル以上 100 , ” 28 2~ 4 28 
100 II ’ 500 II ’ 62 5~ 10 11 
500 II ’ 1,000 II ’ 7 11~ 50 24 
1,000 、I ” 5,000 II ’ 22 51~200 16 
5,000 II ” 1億5,000 II II 17 201~500 6 
1億5,000 , ’ 14 500以上 7 
計 I 184 I I 184 
1)拘束預金のための余分な借入金利負担を名目金利負担に加えて算出されるものをい
う。
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察対象に含めることは妥当ではなかろう。なお大規模社の 1人当りの年平均貸
出残高の実績値は約 2,570万円であったので，その従業員数は適当なものと認
めてそのままとした。
さて総資本，年平均貸出残高および適正コストの諸数値が与えられると，ぁ
とは適正な利子支払前総資本収益率がわかれば，適正な貸出金利水準が算出さ
れることとなる。かくて問題は適正なこの収益率を何％と置くかである。それ
はサラ金業者の銀行借入実効金利が現在年11%1)であるところから，これと同
じ高さの1196とした。その理由はつぎのとおりである。それは， 1196の借入実
効金利はサラ金産業に対するものとしては現時点では高すぎるとは言えず，ま
ず適正水準であると思われる。そこでこの金利を下回る収益率を設定すると借
入資本の部分について利益どころか損失が生じ，その結果庶民に対する妥当な
資金コストの貸し出しを制限することとなるからである。無論このことは借入
金利の適正水準に変化があった場合は収益率も変えねばならぬこと，そしてそ
の結果としてサラ金の貸出金利も変化することを意味し，また設定されている
収益率以上の実効借入金利は適正なものとは認めないことを同時に意味する。
ところで第 1図(g)が示しているように，全産業やその他の産業のこの収益率は
比較的にかなり低い。この状態では，多くの企業において存在する借入資本部分
については損失が生じているはずだが，それなのになぜそのような借り入れが
なされているのかと疑問を抱かれるかもしれない。これの主な理由の 1つは，
かかる企業はサラ金業より低い実効金利で借り入れをしている可能性が大きい
ということに加えて，またこの借入資本の借入れ時点においては収益率は実効
金利を上回っていたが，その後操業水準の低下などにより収益率が低下したも
のの，だからと言って借入資本を急に返済できなかったということなのであろ
1)なお，サラ金業者はその親類，知人などと称する者から多額の資金を借り入れている
が，その借入金利は現在一般に1296程度のようである。例えば社団法人兵庫県庶民金
融協会神戸支部「兵庶金神戸支部だより」， 昭和53年6月20日号 13ページあるいは
「朝日新聞J昭和53年7月161:1朝刊＜大阪>. 4ベージなど参照。
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う。最初から利子率が収益率を上回っているのに資金が借り入れられるという
ことは正常な企業行動においてはありえないはずである。
さて以上のすべての作業の結果として第 3表b欄に示されているごとくサラ
金大規模社については36.1%, そしてサラ金小規模社については36.5%という
適正貸出金利水準が導き出された1)。しかもこれらは，昭和51年度現在で 1口
座当り平均61,000円という小口の貸出残高に関して導き出されたものであるこ
とを強調しておこう。昨年末までの102.2%は無論のこと現在（昭和53年7月）の
平均約84%にくらべてもこれは非常に低い，さらには低すぎるのではないかと
いう感じを与えるかもしれない。しかし算出された36.1~36.596(以下端数をと
り36冤に統一する）という金利水準は空想的な，あるいは故意に低く算出したも
のでは無論なくて，一々説明したとおり妥当と思われる資料や根拠に基づい
て合理的に導き出されたものであって，それはごく普通に経営がなされている
サラ金業なら，冗費を省き過大な利益を得るのを断念して適正利潤で満足しさ
えすれば，自然と形成される金利水準なのである。それ故これらは低すぎるの
では決してなくて，現行金利水準があまりにも高すぎるのであることを特に強
調したい。なお，ー業者団体が最低可能な貸出金利水準を試算するために作成
した毀料のみを用いて筆者が算出した金利水準が，第 3表に示されているごと
< , 36. 2%2)となったこと，またある信販会社がサラ金と同じく無担保，保証
1)ちなみに大阪の若手弁護士の有志による「サラ金問題研究会」が作成し，本年4月に
発表した「小口金融業法案」において，借り手の支払能力および貸し手の経営維持の
両観点から試算された元本が10万円以下の場合は年36%, そして元本が10万円を超え
る場合は年30形がそれぞれ適正金利として本法案に規定されている。
2)第3表の注2)に記されてあるとおり，収入利息の中には例えば借り手の提訴により
利息制限法の金利（最高年20%)でしか収入にならないものがあるので， 36.2%の利
息収入を実際に確保しようとすれば営業利率は44-47彩の水準でなければならないと
いう本試算者の説明がなされている。貸出金利が80数形という高金利の場合ならとも
かく， 36彩という水準にまで下れば，手間や費用の割りに利益となるところ僅かであ
るところから，借り手のかかる提訴はおよそ考えられないのではなかろうか。まして
将来例えばこの36%が小口貸付金利として法定され，利息制限法の適用除外となった
場合はかかる考慮は全く必要ないことは言うまでもない。
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人不要で即時貸出しの小口個人ローンを実質年利32.5彩（但し10カ月返済の場合）
で行いつつあること1)を上述のことの傍証として記しておこう。
さて後述のごとく将来制定されるべく提案する『小口貸付法』 （仮称）の適
用を受ける業者が借り手に貸し出しうる金額は，借り手の支払能力への配慮か
ら借り手 1人当り50万円未満としている。そこで， 50万円未満のどの金額に対
しても，かりに上記の年36彩の金利を適用した場合，恐らく大額の借り手はコ
ストのより多くかかる少額の借り手と同じ金利を課されることに不満を抱くで
あろう。また貸し手は，貸し出しの手数が両者間でほとんど同じであるが故
に， 1人 1人の借り手に対してできるだけ多く借りるように仕向けるであろう
ことは想像にがたくない。かかる 2つの不都合をさける為に，上限金利を法定
する場合，それは貸出額に応じて変化するいわゆる段階上限金利制度とするこ
とが非常に望ましい。米国では51州中48州で小口貸付業者に対する上限金利は
法定段階上限金利制（そのほとんどが3ないし4段階に区分されている）をとってい
るが，例えばニューヨーク州では上限金利は未払元本残高のうち99ドル以下の
部分には年30彩，同じく100ドル~299ドルの部分には24彩， 300ドル~899ドル
の部分には18彩そして900ドル以上の部分には15%となっている2)。
さてわが国においても段階上限金利制度をとるとして50万円未満の債務残高
を幾段階にわけ，それぞれの利率を幾らにするのがよいだろうか。まず段階の
金額区分についてはその原則は頻度の特に多い貸出金額を中心に2~4段階に
わけることだが，ここでは段階金利の基礎に用いられる適正金利の算出に使用
されたモデルにおける 1回当りの貸出金額が 1万円以上20万円以内（最頻値は
1)信販会社「ライフ」の場合で，借入申込に必要なものは，本人であることを証明しう
るもの（例えば健保証）と銀行届出印だけで， 5~30万円をおよそ30分間の審査で貸
し出している（『日経産業新問』，昭和53年5月2日， 10ペー ジ， その他）。なお，同
じく信販会社のオリエントファイナンスからも類似の個人ローンが貸し出されてい
る。
2) New York Banking Law, Article IX Licensed Lenders, Section 352 (但し1976
年7月現在）
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6~7万円）であった関係上，① 20万円未満および R20万円以上の 2段階にわ
けた。つぎにそれぞれの金利であるが，①に対しては無論さきに算出された36
形がそのまま適用される。それは正にこの規模の貸出実態を基礎に算出されて
いるからである。②については，つぎのものとした。すなわち， 1回当りの貸
出額が大きくなるにつれて増加するコストの主なものは，支払利息，貸し倒れ
損失および事業税であり，小稿での適正金利の計算においては，これらの貸出
額に対するコスト率は14彩であるので，それをそのまま債務残高のうち20万円
以上の部分に対する金利とした。なお支払いの遅れた利息は，支払い日となっ
ている日の翌日に元本に繰り入れられるものとする。以上を表示するとつぎの
ようになる。
債務残高のうち
① 20万円未満の部分
R20万円以上の部分
上限金利（年実質）
36% 
14;,lる
ところで，わが国の利息制限法においても段階金利制がとられている。すな
わちそこでは，元本が10万円未満の場合は年20%, 同じく 10万円以上 100万円
未満の場合は年1854る，そして同じく 100万円以上の場合は年15%となっている。
ここでの段階金利の適用の仕方は説明するまでもなく，最初の借入金額の大き
さいかんによって異なる単一の金利が元本全体に適用されるというものになっ
ている。かかる段階金利制の場合は，最初の借入金額がすぐ上の段階金額の近
傍にある場合は，その利息額はより多く借りた場合より高くなるという不合理
さをもたらす。例えば， 95,000円借りた場合の年利息は19,000円であるのに対
して，それよりも 5,000円多い10万円借りた場合のそれは 18,000円と，多く借
り入れしているのに支払利息は逆に安くなるということになる。かかる現象は
各段階の金利差が大なるときにははげしく現われ，借り手をして不必要な金額
の借り入れを誘引することにもなろう。こういう不合理を避けるために，ここ
ではアメリカのニューヨーク州の場合と同じ方式の段階金利制とした。
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さて貸出金利を現行の平均80数形から本試算値の36%にまで既存業者が引き
下げるとする場合，業者は単に過大利益部分のカットだけではなくて，殆んど
すべてのコストについてそれぞれの適正水準にまで引き下げねばならないが，
例えば人件費などのようなコストは被雇用者の抵抗などによりそう簡単にカッ
トしうるものではない。こういうわけで余り大きな摩擦なしに全コストを適正
水準にまで引き下げるには 1~2年の時間を要しよう。しかし過大利潤や一部
のコストは決意さえすれば直ちに除去しうるわけであり，これらだけによって
もサラ金業者はいますぐにその貸出金利を45彩前後にまで引き下げることが可
能であると思われる1)。
ところで冒頭にも記したごとく，依頼してももらえなかったが故にやむをえ
ず，以上の推計のうちサラ金のコストや利益などについての資料は珍しくも公
表されていた大規模社および小規模モデル社各1社のもののみが用いられた
が，このことの故に本試算結果の普遍性について疑問を抱くむきがあるかもし
れない。なるほどサラ金の業者，業者によってコスト構造やコスト額と利益額
との割合は異なるかもしれない。しかしそれにもかかわらずそれぞれの貸出金
利は昨年末現在では約102%の水準でほとんどが一致していたのであるから，
従業員 1人当り標準的な貸出残高を有する業者であり，かつ各種コストや利益
の単位当りの水準さらには借入資本比率を以上に示したそれぞれの適正水準に
まで圧縮しさえすれば，どの業者の適正金利水準も少くとも上記の試算結果ど
おりになるという意味で普遍性は十分有している。問題があるとすれば試算結
果そのものの妥当性であり，そしてそれはコストの適正値として信用組合や米
国のCFCのコストを準用したことの妥当性いかんにあるが，それについては
それぞれの箇所で簡単ながらも説明を行なったのでここでは触れない。
1)現にサラ金大規模社のプロミストラスト社は現行の上限貸出金利73彩を来る 8月28日
から47.45形にまで引き下げることを発表している。（『日本経済新聞」昭和53年7月
13日朝刊＜大阪>, 4ペー ジ。）
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4. なぜ高金利が保たれているか
前節での分析により，現在のサラ金金利はあまりにも高すぎることが判明し
た。そこでそれはなんとかして適正金利水準にまで引き下げられねばならない
のであるが，それはいかにして可能か。それを考察するにはその前に，これま
での非常に長い間ひどく高い金利がそう下がらずに維持されてきたのはなぜ
か，そのわけを検討してみる必要がある。
大都市のあちらこちらでサラ金の営業がみられるようになった昭和35年ごろ
から，昭和47年までのサラ金金利は，出資法が規定する上限金利一ぱいまでとら
れ，年109.5%であった。昭和47年に「貸金業者の自主規制の助長に関する法
律」 （昭和47年法律第102号，以下自主規制法と略称）が制定されたことにより， 多
少の高低はあるが金利は全国的に約102形に下った。そして昭和53年 1月にな
って本金利はもう一度下がって全国平均で約84%(推定）になり現在に至って
いる。
いま全国で推定およそ22,000の業者がサラ金を営業し，すでに 2年ほど前か
ら過当競争とも言えるほどの烈しい競争が業者間で展開されている，と業者は
常に言っているのに，サラ金金利は現在もまだまだ暴利をもたらす高水準にあ
る。それは昭和47年と今年の 1月にそれぞれ僅かながら下げられたが，前者は
同年制定の自主規制法の下，各都道府県の庶民金融業協会が社団法人格を獲得
するためにやむをえず引き下げたものであり，後者は 3年ほど前から社会問題
化したいわゆるサラ金地獄の主因の 1つとしてその高金利が昨年ごろからマス
コミや一般庶民から烈しく攻撃された結果しぶしぶ引き下げたものとみられ
る。
従って要するに，サラ金金利というものは少くとも現在までのところ競争要
因によってはほとんど下がらなかったと言えよう。それはどうしてなのであろ
うか。貸し手間に過当競争がある市場で借り手の超過需要が普通にはあるはづ
がない。また業者間で非合法な金利カルテルが結ばれたわけでもなかろう。全
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国の庶民金融業協会への業者の加入率は非常に低いのでカルテルを結んでも無
意味だからである。そこで考えられる可能的な原因の 1つはサラ金の個人ロー
ンに対する需要関数が第 2図のd曲線に示されているような，比較的に高い金
利水準以上において非弾力的だということである。すなわち，銀行など一般金
融機関の個人ローンの融資対象に入らない消費者のうちの一部の人達は④金利
に関する感覚が非常に弱く，要するに貸し手が融資をしてやろうと言うならば
いつでも（そしてなかにはいくらでも）借金をするという人達であり， 他の人々
は⑥金利感覚が働く人達で，いわゆる高利の金は借りるべきでなく，もし金利
が高利でなくなれば，例えば30%台以下になれば必要なときには借りてもよし
という人達である。そして主としてこれらR⑥2種の人達からサラ金市場での
需要は構成されているという仮説である。するとRの人達のうちまだ借金をし
ていない人が存在するかぎり，サラ金業者が借り手の数をふやすために，ある
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いは競争に直面してシェアーを維持するために有利でかつ効果のある戦術は，
金利を下げることではなくて見第2図のd曲線が右ヘシフトするよう貸出条
件（借入資格）をゆるめるということになる。事実サラ金出現当初の相当に厳
しい貸出条件はその後数年おきに大幅に綬和され，もうこれ以上ゆるめようが
ないというところまで現在はきている 2)。そして金利は借り手の無知と無関心
とに乗じて高い水準に維持されてきたわけである。全国の貸出残高は昭和35年
ごろの多くても数億円から昨年末の5,000億円（推定）にまで驚異的な膨張を遂
げているのだが，この間に変化した供給条件の主なものはといえば，上記の貸
出条件の緩和と業者数の増加および宣伝広告の増加だけであるから，さきの仮
説はおよそ正しく，従って金利が高水準に保たれたことの原因はそこにあるよ
うに思われるのである。
第 2図の d曲線の下の部分が示しているごとく，サラ金市場において需要を
増加させるのに金利の引き下げが全く無効というわけでは決してない。しかし
需要が利子弾力的となるのは利率が恐らく 3096台以下の水準においてではない
かと思われる。そういう理由の 1つは⑥の金利感覚の働く人が預金金利や銀行
などの個人ローン金利の水準などと対比して，借金の用途がほとんどどういう
ものであれ（すなわち緊急避難的なものは除いて）なんとか支払う気になる年利は
30数飴くらいまでのものであるように思われるからである。
1)昨年末まで例えば大阪ではほぽ一律に102.2彩であったサラ金金利が本年1月に若干
引き下げられたが，その引き下げ幅は業者によってまちまち (10%,18%あるいは29
彩など）であった。ところが，その後今日まで数社の例では新規貸出額の実績とそれ
ぞれの引き下げ幅との間には明確な関係がみられなかったと言われている。
2)昭和35年ごろの貸出条件は，借り手は株式市場第 1部上場会社の社員で，勤続5年以
」：であり， しかも印鑑証明や保証人までも必要とするものであったが，翌年には第2
部上場会社の社員および公務員が，そして昭和40年代初期には非上場会社の社員も融
資対象に加えられ，勤続年数も 2年以上に短縮された。その後も，つぎつぎと貸出条
件の緩和が行われ，現在では勤め先がほとんどどこであろうと，勤めている人やその
配偶者でありさえすればよく， 借り入れに必要なものも健康保険証を一枚見せるだ
けといったところもあって，正に極限状態にまで至っている。
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高金利が保たれていることのもう 1つの理由は，「自主規制法」にかかわる
政令が「できる限り低廉な金利により」貸出しがなされるよう規定しているに
もかかわらず，また証拠をつけて暴利と詰寄られマスコミからいかに罵倒され
ようと，とれるものはとるという強固な意思の持主が本業界に多すぎることに
あるように思われる。普通の商人ならとっくの昔に手を上げたであろう社会全
体からの烈しい批判や糾弾に見事に耐え，平然としていまなお高利をとりつづ
けているからである。
5. 高金利の弊害
暴利を含む高金利は種々の弊害を社会全体にあるいは直接に借り手にもたら
す。本節では以下にこの弊害を概観し，それをもってこの高金利がどうしても
適正水準にまで引き下げられねばならないことの理由としたい。
(1) 暴利が生れる産業が存在すればそこに過度の資本が集中し，それだけ資
金（資源）の社会全体への適正配分は歪められ， その結果均衡のとれた経済成
長が阻害されよう。
(2) 経済的な略奪行為にひとしい暴利の稼得は，稼得されるものに大きな損
害を与え丸またかかる悪徳行為が常時横行することは，それ自体社会的公正
について国民の抱く判断基準を麻痺させることによって社会の健全性をそこな
うであろう。ところで，たとえ高利だとしても契約自由の立場にある借り手が
支払うことを容認した金利なのだから問題はないと暴論する業者が少くない。
まず借り手の契約の自由とは，要点を言えばサラ金から借りなくても，もっと
1)昭和52年度中，某サラ金大規模社の平均貸出残高約 136億円からの利息収入は同額の
136億円で，そこから全コストを差引いた残りの経常利益は 67億円の巨額に達するも
のであったが，一般産業の収益基準からすれば，このうち少くとも57億円は過大利益
とみなされる。全国的には過去3年間だけについてでも，サラ金業者は延べ700万人
の庶民に対する約1兆円の貸出残高から，同額の利息収入をあげ，そこから少くとも
約4,000億円の経常利益を得たと推計されるが，上記と同じ基準でいってそのうちの
約3,300億円は過大利益であったとみなされる。
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金利の安いところから借りようと思えば借りられる，あるいは条件が満足でき
ない場合はどこからも借りなくて済ませる立場にある人について言えることで
ある。ところが現在のサラ金の多くの借り手は借りなきゃ困る事情のある人
達，すなわち契約をしない自由をもたない人達であり，それ故現在のサラ金の
高利は，借り手のかかる弱味につけこんで押しつけられているものであること
は明白であろう。
(3) 一般庶民の唯一とも言える資金運用対象たる銀行などの預貯金の金利
は，臨時金利調整法（昭和23年法律第112号）や郵便貯金法施行令（昭和46年政令第
298号）などにより，“適正水準”に押えられ， そしてかかる金利規制による低
い貸出金利からの恩恵を受けるものは，これらの金融機関から借金しうる企業
や人達にのみ限定されている。そこで一般金融機関から借金しえない一般庶民
は，預貯金をするときはやはり規制金利で少額の利子収入しかえられず，他方
借金をするときは唯一の貸し手であるサラ金から無規制にひとしい，預貯金金
利の約20倍（現行の 1年ものの銀行定期預金金利の年4.5彩を基準として）に達する超
高金利を支払わされているわけであるが，これはかかる庶民グループが全体と
して非常に大きな捐害を被むり，まことに不公平な扱いを政府の規制面で受け
ているということを意味するであろう。
(4) 支払い不能に陥入った借り手やその家族の自殺や一家心中1)あるいは失
職などの悲劇の続発の原因は，問題の非常に厳しい取り立てとそれを最初から
前提にして，少しでも多くの借り手から暴利を稼ぐために業者が行う意識的な
過剰融資2)にあるが，かかる過剰融資に業者を駆りたてそして厳しい取り立て
1)朝日新聞社の調査によれば，今年の 1月1日から 6月26日までの間に，全国で発生し
た，サラ金をめぐる自殺・心中の件数，人数はそれぞれ79件， 91人となっている（『朝
日新聞」昭和53年6月27日朝刊＜大阪>. 4ペー ジ）。
2)意識的な過剰融資とは，借り入れ申込人が，すでに他の業者から多額の債務を負って
いることがわかっていながら，他の業者より常に早く，厳しく取り立てることを前提
にしてなされる貸出しをいう。それが実際に行われていることの証拠は，拙稿「貸金
業問題と行政の責任」，『週刊金融財政事情」昭和52年8月22日号，45~46ペー ジ参照。
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をすらいとわずになさしめているのは高金利一暴利を借り手から稼ぎうること
なのである。そして高金利はこのように過剰融資を促す一方，その借入元本に
課される利息額を当然のことながら非常に高いものとするので，借り手の債務
額をますます大きくし，普通の方法では到底返済しえない程のものにたやすく
してしまう。かくて実は高金利はいま大きな社会問題となっているいわゆるサ
ラ金地獄の根本的原因なのである。すなわち高金利を課しうることは業者をし
て，高利の借金をしないのがむしろよいことがはっきりしている人達にまで借
金をなさしめて，悲劇を多数発生させているわけで，この点だけでも高金利の
もたらす禍害はまことに大なるものと言わねばならない。
(5) サラ金業者の中には他のサラ金業者と同じ高さの金利を借り手に課しな
がら，ごく僅かな利潤しか得られていない業者が存在するであろう。かかる業
者数が全業者のうちのほとんどを占めないかぎりその原因は，立地条件の劣
悪，非効率経営あるいは放慢経営などいろいろあるであろうが，要するに他業
者に比し大額の冗費がつかわれていることによる高金利である。・かかる業者を
養うために借り手が高金利を支払いつづけさせられる合理的な根拠は全くな
く，それにより借り手が大きな損害を被むっていることは明らかであろう。
以上のようにサラ金の高金利は，社会の存立の 1つの基盤に対して，国全体
としての経済に対して，また消費者の経済や家庭生活に対しても大きな弊害を
もたらしつつあるわけで，なんらかの方法で早急にその引き下げがはかられね
ばならないのであるが， それがいかにして可能であるかをつぎに考えてみた
しヽ。
6. 金利引き下げの方法
事業金融の場合は業としての貸し手すなわち金融機関は多種のものが多数存
在し，そしてそれらの殆んどの種類のものの営業は法律による許可制となって
いる。許可制なので新手の自由な参入は制限されているが，その代りに既存金
融機関は預金・ 貸出金利やその他の営業諸条件について法律による，あるいは
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行政指導による規制を受けている。さらに多数の金融機関間において貸出金利
面やその他の面での競争が存在する。一方借り手が事業者の場合には支払いに
値する金利水準の上限について客観的な基準が存在する。それはいうまでもな
＜借入資本の限界予想収益率1)であり，もし貸出金利がこの収益率を上回って
いるならば，かかる借入は自からなされないであろう。さらに事業者は一般的
にいって消費者にくらべて貸し手に対する交渉力は強い。これらの諸要因の働
きによって，事業金融の貸出金利は，貸し手の側に過大利益の生じない水準に
大体保たれていると言えよう。
ところがサラ金の場合は，すでに述べたように法規制は無にひとしく，金利
競争はなく，貸し手に対する借り手の交渉力は弱く，そしてこれは消費者信用
一般に言えることだが，借り手の側に支払いに値いする金利水準について事業
金融の場合のごとく客観的な基準がないところから，いかなる金利水準が妥当
であるかについての判断がなされにくい。以上の諸要素から，サラ金の借り手
は，第 3節および第 4節で述べたごとく，暴利を含む非常に高い金利を永年に
わたってとられ放題にとられ，しかもそう無理をせずに債務を返済しえた人の
多くは暴利を稼がれたという被害意識を明確にもっていないようなのである。
さて前節で明らかにした大きな諸弊害の故に，サラ金の高金利は是非引き下
げられねばならないのだが，有効な金利競争は今後とも期待しえず2), 自主規
制についても同様であり，また世間の批判も大して効果がないこの業界の金利
1)この内容は， ケインズの一般理論における資本の限界効率と同じである (Keynes, 
J.M., The General Theory of Employment, Interest and Money, 1936, pp. 135 
~136. 塩野谷九十九訳「雇用• 利子および貨幣の一般理論」昭和24年， 161~162ペー
ジ参照）。
2)借入資格をゆるめることにより需要をふやすことが不可能な段階にいずれ至るであろ
うが，その際さらに借り手の数をふやそうとするサラ金業者は恐らく金利引き下げを
新しい武器として用いるであろう。だからといってサラ金産業で金利競争が全面的に
展開されるようになるとは思われない。というのは，借り手数の増加を特に望むので
なければ，現在のごとく金利感覚のない借リ手のみを相手に，暴利を稼ぎつづけるこ
とは可能であり，この現状に満足する業者の数は少くはないであろうからである。
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は，放置したのでは決して適正水準にまで下がらないことはこれまでの経験か
ら明白である。そこで必要なのはある適正金利水準をもってサラ金の課しうる
上限金利水準として法定し1), それを全業者に厳正に守らせることである。
さて金利を法定して規制しようとする場合いろいろと考えておかねばならな
い問題がある。それらは①本来の目的を十分に達成する上から言って，金利の
みの法規制でよいのか，あるいは金利を含めて営業全般にわたる包括的な法規
制がよいのか，Rサラ金業は現在法律的に貸金業と呼ばれているが，後者の中
には商工業者を対象とした手形割引や信用貸しを，また商工業者や消費者を対
象にした担保貸しなどを営む業者が併存し，また別個の根拠法に基づいて一種
の小口庶民金融を営む質屋業などが存在しているが，サラ金の適正金利水準を
法定する場合，それの適用される金融業者やその取引の範囲を上記のどの種類
のものまでとするか， そして適用されないものについての今後の法的取扱い
や金利の問題はどうするか，⑧かりにさきに試算された適正金利水準をサラ金
などに対する法定金利の上限とする場合，それより低い金利水準を規定してい
る利息制限法との関係をどうするか，などである。これらについて順次検討を
加えよう。
まず①について結論から先に言えば営業全般にわたって規制する法律を制定
するのがよい。それは金利と共に営業の諸問題点をも同時に規制するのがサラ
金や類似の小口金融を正常化し，その健全な営業を確保するのに必要と考えら
れるからである。最初に，法定された上限金利以下での営業を全業者に徹底す
るためには違反を積極的に摘発するための行政当局による営業の監督や検査が
必要であり，そしてまたこれらを全業者に洩れなく行うためには営業の許可制
1)法定された適正な上限金利水準が業者のコストなどのかなりの変化で適正でなくなっ
た場合は，改訂されねばならないであろう。その際，改訂の公正・妥当さを期するた
めに主務官庁の諮問に応じて改訂の必要の有無や，必要な改訂の幅などを審議する，
官民有識者からなる審談会の設立が，この金利規制法のなかで規定される必要があろ
う。
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が必要であろう 1)。許可制にすれば，業者にとって正に生命線ともいうべき営
業許可の取り消しを含む罰則を各種の営業違反行為者に課すことができるの
で，金利やその他のものについての規制をよくじゅん守せしめる上でまた大き
な効果が期待できるのも許可制にすることの一つの副次的な理由といえる。
サラ金弊害の根本的原因は高金利にあり，それを規制し，過大利潤の期待を
なくすれば，それによって促されていた過剰融資は自からなされなくなり，そ
の故に厳しい取り立ても大部分はその必要がなくなる関係はすでに述べたとお
りである。しかしこれはごく一般的なケースについて考えた場合でのことであ
って，業者の中には，金利規制がなされても，その長期的市場シェアー戦略の
故に，目前の利益を度外視して，あるいは信用調査の不足やその他が原因とな
ってなお過剰融資を行うものもあるであろうし，そしてその結果としてあるい
は他の理由で，厳しい取り立ても多少残ることとなろう。そこでいわゆるサラ
金地獄を根絶するには，やはり過剰融資や非常に厳しい取り立てを直接的に封
ずる法規制が必要であり 2), そこでかかる諸規制を早く行ない消費者保護を少
1)現在約16万人に達する貸金業の届出業者を洩れなく監督，検査する行政的余力がない
から許可制は不可能というのが行政当局の現在の考え方のようである。ところが16万
人という届出業者の中にはすでに休廃業をしながら未届のものがかなりあるはずで，
兵庫県下での実態調査（兵庫県庶民金融業協会『貸金業届出者実態調査報告書」，昭和
51年5月）から類推すれば実際に営業中のものは5~6万人（このうちサラ金を営む
ものは2万人余り）といったところであろう。許可制の対象と考えている主に消費者
に対する小口貸付業者はこのうちの一部分であり， さらに法定の上限金利をあまり利
益を生まないものとし，かつ厳しい許可基準や監督を課すことによって， Iトロ貸付業
を営利のみを目的とする者にとっては魅力のない産業とすれば，転廃業は続出し，ま
た支店の設置制限などを行えば許可制下の総店舗数は恐らく 1万前後にまで減少する
のではないか。さて 1万前後の店舗数に対しても行政庁に業務監督余力がないという
のであれば，以前から再三提言していることであるが，法的に財務書類の監査行為が
認められており， しかも現在仕事不足と言われる約6,000名の公認会計士に差し当り
小口貸付業者の検査業務を委託し，それに要する費用は米国におけるごとく業者から
徴収すればよい。残る行政事務や指導業務についてさえ必要な余力が行政庁にないと
言うのであれば，ないのは力ではなくして行政に対する意欲と納税者に対する責任感
であると言うべきであろう。
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しでも早く徹底するには金利規制のみならず，それを含んでサラ金業を全面的
に規制する法律をこの際一挙につくってしまうことの方が，個々に立法される
よりもなされやすいように思われるからである 3)0
ところでもし金利が適正水準にまで引き下げられ，その上さらに厳しい取り
立て行為が禁止されると，自衛上サラ金業者の借入申込者に対する審査は厳し
くなり，業者の意識的過剰融資や無選別融資はなくなるであろうが，このこと
は従来ならサラ金から借金が可能であった消費者が今後はサラ金業者の融資対
象から外されることを意味する。そうなるとこれらの消費者が頼りうる貸し手
は質屋しかなく，この理由で質屋の存在価値は無論昔ほどのものではないが，
再び高まることとなるのではなかろうか。では借金の必要がありながら，適
当な質物がなくて質屋をすら利用しえぬものはどうすればよいか。一般金融機
関の場合にくらべれば非常にゆるやかと言える 2%の貸し倒れ損失を見込んだ
サラ金の審査基準に達せず，また質物もない人は商業ベースでの融資を受ける
のが実は適当ではない人である。というのは，もしもサラ金業者が全く慈善的
にかかる人達にも低い金利で，厳しい取り立てなしにはじめから貸し倒れを覚
悟して融資をするのであれば別だが，そうでなければむしろ借りない方が一般
的には苦しみがより少ないと言えるからである。
ついでながら，金利が低くなるとどうしても顧客の選別基準が厳しくならざ
2)厳しすぎる取り立てはサラ金以外の信用取引にもありうるわけなので，例えば米国の
「公正な債務の取り立て業務法」('、ConsumerCredit Protection Act, Title VIII-
Debt Collection Practices, Public Law 95-109 ; Sept. 20, 1977) のごとき単独
法ですべての信用取引に関して取り締まる法律の制定が望ましい。しかしそれに時間
がかかるのであれば，強硬取り立てがいま問題になっているのはサラ金業のそれなの
で応急策としてサラ金規制法のなかで（必要あれば出資法の中でも）取締り条項を設
うけるぺきであろう。
3)これとほぼ同じ理由で日本弁護士連合会および共産党などはサラ金業を全面的に法規
制する必要があるとし， とくに前者は『小口金融業法案」という詳細かつ非常にすぐ
れた内容の法案をすでに作成し，公けにしている。
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るをえないが，それではも早や庶民金融でなくなってしまうという声が業界か
ら時々聞かれる。しかし返済できなくなるとすぐ苦境におちいりやすいのが庶
民なので，そういうことが滅多にないように借り手の返済能力を十分に調査し
選別した上で融資をするのがむしろ庶民金融の本来のあり方なのではないだろ
うか。再言すれば，ゆるやかな基準で審査して多くの人に貸すのが庶民金融で
あるとする業者がいるが，そうした貸出しの方法をとれば，あとで多分厳しい取
り立てをするか，あるいは非常に多くなる貸倒れ損失を他の借り手に負担させ
ることになるであろう。これならそれは庶民金融のやり方でもなんでもなく
て，庶民を困らしてでも多く貸して利益をふやそうとする悪徳業者の口実にす
ぎない。ただし，商業ベースの融資を受けえない人達の借り入れの必要を放置
することは，非合法の高利貸いわゆるローン・シャークに餌食を与えるだけの
こととなろう。そこでこれらの人達の資金需要の問題は社会政策的な見地から
の生活指導を伴なった公的融資あるいは生活扶助的な援助の制度によって解決
されねばならないであろう。
さてこのような全面的な規制の法律をかりに小口貸付法と呼ぶことにして，
つぎにRのこの法律が適用される貸金業者の種類その他の問題に移ろう。小稿
の主目的からはずれるのでここではその根拠などについてくわしくは述べない
が，銀行法などそれぞれ固有の根拠法によって設立されている金融機関以外の
もので，証書貸付であれあるいは手形割引であれあるいは担保が必要であれ不
要であれその貸し出しの方法のいかんを問わず，消費者および商工業者などに
対して借り主 1名につき50万円未満1)の現金を業として貸し出すものはすぺて
本法の適用対象となる。他方どんな方法にせよ50万円以上の現金の貸し出しを
1)ここでの貸出限度額を50万円未満としたのは無論，一般サラリーマンの所得からの一
定期間 (2年と考えているが）内における割賦返済能力を考えてのことである。
なお， 日本弁護士連合会の手になる「小口金融業法案」では小口貸付業者の借り主1
人当り貸出限度額は50万円以下と規定されており，そしてその根拠が提示されている
（日本弁護士連合会『小口金融業法案」昭和53年7月15日参照）。
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行う貸金業者は従来どおり，出資法の適用を受けるものとする。
つぎに⑧の問題については，それと大いに関係のある現行の金利関係諸法の
体系の改善のための 1つのアイデアをまず提案したい。それは周知のとおり，
現在法的には罰則がないままに比較的に低い水準に定められた利息制限法の上
限金利と，罰則はあるが非常に高い水準に定められた出資法の上限金利とが併
存し，業者は違法と知りつつ罰則のない前者を無視して，後者の上限に近い金
利水準で営業するという，借り手にとってはまことにわり切れぬ問題が存す
る。もっとも利息制限法の上限金利を超過する利息支払い分は，借り手が提訴
すれば元本に充当され，さらには返還を受けうる判例がほぼ確立したが1), 違
反事実の立証など借り手側にとって容易でない手続きが必要なところから，本
法の恩恵に浴するものは非常に少いと言われている。要するに本問題は上限金
利について低い水準を規定する利息制限法には強制力がなく，他方出資法には
強制力があるものの上限金利が非常に高過ぎて借り手側にはともにあまり意味
がないことにあるわけだから，その解決のための最も簡単な方法は，利息制限
法における借り手保護の精神に基づいて定められる十分に低い金利水準，例え
ば実質年利23彩2)をもって出資法の第5条第 1項の上限金利たる年 109.5 %に
置きかえ，その上で利息制限法を廃止することであろう。そしてこの出資法を
もって，先に一言したごとく，銀行やその他の金融機関，質屋および上述の小
口貸付業者などのそれぞれ単独で固有の業法をもつもの以外の一般貸金業者の
根拠法とすると共に，固有の法定上限金利をもたない金融機関のある種の貸し
出しや一般貸金業者その他の貸出金利を規制することとすればよい。
1)周知の昭和39年および43年の最高裁判例ののち，最近では53年6月に福岡地方裁判所
が「法定利息以上に取った部分の返還」をサラ金業者に命ずる判決を下している。
2)出資法の新しい上限金利水準は商工業者と貸金業者などとの金銭の貸借実態を調査，
検討の上決定されねばならないが，第3節で示した小口貸付業者に対する段階金利制
に基づいて 50万円の融資額に対する年間利息額を計算してみたところ， 23%となっ
た。弊提案では一般貸金業者はすべて50万円以上の貸し出しのみを行うものとなるの
だから，その上限金利は2396以下が妥当であると考え，それを23%とした。
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ここで③の問題となるが， このように関連する法体系を整備すれば，上述
の小口貸付法の下の小口貸付業者はなんら法律上の問題なしに非常にすっきり
とした形で，小口貸し出しの実情に即して定められたそれ固有の適正な上限金
利（例えばさきに試算された実質年36%)を借り手に課すことができるわけとな
る1)。なお，これよりは比較的に大口の50万円以上の金銭の貸出業を営もうと
するものは従来どおり行政庁への届け出だけでその営業はできるが，無論小ロ
貸付業者に許されるその上限金利（上記の例えば年36形）は適用されず， 出資法
の上限金利（上記の例えば年23%)の適用を受ける。後者の上限金利は前者のそ
れよりここではかりに 13%安の水準となっているが， その幅はともかくとし
て，両上限金利の高低の関係がこのように後者が低くなることについては十分
合理的な根拠がある。それは50万円以上とは言え大口貸し出しはそれ以下の小
口貸し出しより， リスクは同じとしても，単位貸出額当りの一般コストは安く
つくはずだからである。なおまたこのような格差をつけることは，庶民生活に
とって非常に重要な意味合いをもつ小口貸し出しを行う業者には，営業につい
て厳しい規制を行うことのかわりに，コストに見合って比較的に幾分高い上限
金利を特に認めているということを意味し，各種金融業者に対する法的取扱い
の公正の見地からも妥当なことであろう。ついでながら，業者の金利面その他
のでの脱法行為を防ぐために小口貸付業と他種の金融業との兼営は禁止するこ
とが必要であろう。
最後に消費者その他に対して同じく小口貸し出しを行っている質屋の金利規
制問題が残っている。先にも少し述べたごとく，法規制の結果貸し出しの審
査基準が厳しくなり，その結果サラ金の貸出対象から外される人達の最後の拠
1)現在，公益質屋では，利息制限法の上限金利を上回る年36形の金利を課しているが，
本利率は「公益質屋法施行規則」（昭和2年， 内務省令第34号）で規定されているも
のなので，利息制限法の適用は除外されているものと解釈せねばならないであろう。
すでにこういった事例があるわけなので，小口貸し出しに対して一般の上限金利を上
回る特別の金利を法律で認めることに法的な問題はないはずである。
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りどころとして質屋業は今後は一種の公益業的な性格をもつ必要不可欠の庶民
金融機関になるものとみなければならず，それだけに質屋の課しうる上限金利
水準の設定は慎重な考慮の下になされねばならないであろう。そして設定され
ればそれは現行質屋営業法の中に，すなわち質屋にのみ許される金利として，
規定されるべきであろう。その理由は質屋のコストはその独特の貸出方法の故
に他種の金融機関や一般貸金業のそれよりどうしても割高となることから，同
じ適正金利水準と言っても他のそれよりはほぼ不可避的に高くならざるをえな
いのだが， それでもその公益業的重要性の故にそれを特に認める（それも法的
にすっきリとした形で）とすれば， この方法が適切だからである1)。なお質屋の
適正金利水準について若干の検討を加えるが，それは小稿の末尾の付のところ
で行う。
7. おわりに
サラ金地獄の根本的原因として高金利一暴利が社会的に厳しく糾弾されはじ
めてもう 3年になるが，それにもかかわらず，若干低下したとはいえ，基本的
には変らぬ高金利が続いていることについては，現在のサラ金市場における需
要の特異性と業者の商道徳心のひどい欠除に基づくものであるものの，いまと
なってはかかる悪徳商法を横行するままに許している政府の怠慢が最大に責め
られるべきであろう。
暴利や冗費に基づく高金利はいずれ競争によりあるいは法規制により適正水
準にまで引き下げられざるをえないことは欧米先進諸国の庶民金融の歴史をみ
ても明らかである。このようなほぼたしかな見通しの下では一日も早く金利を
適正水準にまで引き下げ，適正コスト，適正利潤経営に早く慣れることが業者
が今後，生き残るための最も重要な条件であろう。それにもかかわらず，なお
1)先にも記したごとく公益質屋の課しうる金利については，利息制限法の定める上限金
利を上回る特別の金利が法定されている前例からして，このようにすることに法的な
問題はないはずである。
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現在の高金利による「ぼろ儲け」の味が忘れられず，それの存続をはかること
のみに憂き身をやつすサラ金業者が非常に多い。要するに現在のサラ金市場に
は商道徳をわきまえない業者が多数はびこっており，一方金利の変化に非弾力
的な借り手が多いようなので，そこでは一般的な金利競争は起らず，それ故放
置してはサラ金全体の金利が適正水準にまで下がることは決して期待しえない
であろうことはすでに述べた。また銀行など一般金融機関が低利の個人ローン
を積極的に行ってもそれは需要のこの特異な部分について大して関係はないの
で，依然高金利が残ることになろう。そこで法律による強制的な引き下げがど
うしても必要なわけである。
かつて米国でも19世紀から20世紀にかけて，高利貸いわゆるローン・シャー
クの横行は目にあまり，彼らによる消費者の被害は甚だしきものがあった1)。当
時高利貸による具体的な弊害として特に目立ったものは①消費者は一般に貸し
手との交渉力が弱いが故に貸し手の言うがままの利息を取られて暴利を稼がれ
また③貸し手の意識的な過剰融資と厳しい取り立てにより借り手がしばしば悲
惨な目にあうことなどであった。このような弊害をなくすにはその根本的な原
因である高金利を課しえないようにし，他方妥当な利率で消費者の金融の必要
を十分にみたすために，小口貸出しには低すぎた既往の高利禁止法の下での上
限金利（例えばイリノイ州では年8彩）の適用を外し，そして経営がなりたつよう
な特別の上限金利を設うけて，免許を受けた業者にのみその金利を借り手に課
すことを認めることであると一般に考えられた。この要請にこたえて，いわゆる
小口貸付法が1911年のマサチューセッツ州を皮切りに多くの州で制定されたの
であるが，各州において今日までそれは所期の効果を十分にあげてきている2)。
1)佐野勝次「アメリカ消費者金融史（その2)」． 「月刊パーソナルローン』， 1977年4
月号， 11~14ページ。 Michelman,Irving S., Consumer Finance : A Case History 
in American Business, pp. 158~159. 
2)近年，米国においては，人為的な上限金利の法定は借り手の利益を十分に確保するも
のではないので望ましくないとする考え方が有力な調査委員会によって述べられてい
るが，これはあくまでも市場に十分な競争が存在する場合のことであることに注意が
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さて上記のごとき，約80年前に米国のローン・シャークによる弊害としてあ
げられたものと全く同じものが現在のわが国でサラ金によりもたらされ，毎日
数百万人に達する借り手の間に大きな被害が発生している。いま必要なことは
一日も早く，上述の適正水準での上限金利水準の法定その他といった，理論的
にもまた経験的にもその妥当性が認められる唯一の方法1)による規制を実施し
て，サラ金産業を現在のものから，真に消費者が安心して利用のできるものに
生まれかえさせることであることは言うまでもなかろう。
付 質屋営業における適正金利水準について
統計資料によれば，かつて庶民金融市場においてずば抜けて重要な役割りを
果しつつあった質屋業がサラ金のぼっ興とほぼ時期を同じくして衰退の一途を
辿り，例えばその業者数は，最多時の昭和33年には全国で約21,500あったもの
が，昭和51年にはおよそ半分の約11,000にまで激減してしまっている2)。その
原因はいくつかあるだろうが，最大のものは無担保かつ非常に簡単な手続きで
積極的に小口融資を行うサラ金が出現し，そしてこの融資方法が消費者の好み
にぴったり合致して，小口資金需要の大半が，質屋からサラ金に転向してしま
ったということであろう s)。
しかしさきにも少し述ぺたごとく今後は質屋の融資に対する消費者の需要は
必要である。 (NationalCommission on Consumer Finance to the President 
and Congress, Consumer Credit in t加 UnitedStates, Dec, 1972, p. 108.) 
1)サラ金諸悪の根源である高金利や過剰融資および無法な取り立てについての寵接的な
取り締まり規定が一切ない，全国庶民金融業協会連合会独自の貸金業法案がその一顧
問代雛士の原案をもとに作成され，そして同代議士の手引きで議員提出法案として国
会に上程されるべく，業界はいま猛運動をしているが，この法案の内容では問題の解
決になんら役に立たないことは小稿での以上の分析により明らかであろう。
2)全国質屋組合連合会「質屋営業に関する資料の提出について』， 昭和52年6月， 3ペ
ジー。
3)質屋側にかかわる原因の 1つとしては，質物をとるのに金利は借入日数によっては質
屋の方がサラ金より高いという点が指摘されよう。
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つぎのような理由で幾分盛り返し，信用面で最下部の庶民の金融機関として社
会的に非常に重要な役割りを再び担うことになると考えられる。そこで質屋営
業に対する上限金利の水準はを法定する場合それは高過ぎて過大利益をもたら
すものであっては無論ならないが，逆に低すぎて質屋の経営を成り立たなくす
るものであってもならず，この点特に慎重に考慮することが必要とされよう。
さて需要がなぜ回復する可能性があるという理由を再言すれば，遅かれ早かれ
サラ金の高金利および厳しい取り立てに対する規制が実施されるであろうか
ら，その後のサラ金の融資態度は慎重なものとならざるをえず1), その結果サ
ラ金の融資対象から外される庶民は，サラ金出現以前のように，その借入先を
質屋に求めざるをえないと考えられるからである。
さて質屋は基本的には一種の金融業ではあるが，特にはサラ金などの信用貸
しと異なり，流質契約を伴う物品を質にとって金銭の貸し出しを行うところか
ら，前者は後者に比しリスク，コスト，そして利息収入その他の面においてい
くつかの有利な点（例えば貸倒れ損失なし）や逆に不利な点（例えば利息収入が最
長の場合3カ月に 1回であり，また質物の保管設備が必要）があり， さらには営業方
法そのものに関しての不合理な点（例えば流出物の売却金はすべて質屋の収入とな
る反面，質物が盗難品で被害者に還付されるときには損害が発生する）がある。そこで
これら不利な点や有利な点の見直しゃ，不合理な点やその他の営業方法などに
ついての根本的な改善を行った上で質屋の金利はいかにあるべきかという基本
的な試算が本当は必要であるが，ここでは行わず，全く現在の営業の仕方のま
まで，現行のコスト，利益そして金利水準は妥当なものかどうかを経営面のみ
から検討する。
1)サラ金某大規模社の現在の借入れ申込み拒絶率は件数でいって， 10~20人に 1人の割
合いとされているが，米国のCFCのそれは， 1公的機関の調査によれば，新規申込
客のみについていえば 2人に 1人， 全体についていっても 3人に 1人の割合いであ
る。わが国でもサラ金規制が実施されれば，申込み拒絶率は米国のそれのように高く
ならざるをえないであろう。（米国についての資料は NationalCommission on 
Consumer Finance to the President and Congress, op. cit., p. 101) 
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第4表質屋業者の収益状況（昭和51年度）
業者名 I貸出残高 1商品碑l) I titi澁旦 Itl嘉塩塁
A 12,393千円 3,345千円 4.2形 1.0形
B 14,565 796 6.9 1. 1 
C 4,663 2,132 8.8 3.0 
D 64,568 777 27.0 23.2 
全（参産考）業平均 6.8 
注1)主として流質品からなる。
資料：質屋については京都市内で営業中の業者より提供を受けた財務諸表より計算。
全産業平均は第1図に同じ。
第4表によると，例外的な 1業者を除く他の3業者の利子支払前総資本収益
率は，ほぼ全産業平均並みとなっている。これがたまたまサンプルのかたより
の結果でないことは， それらの貸出残高と第 5表の全国調査における業者の
在庫額（貸出残高プラス流出品在高）平均とに大差がないことから推察しえよう
（ついでながら多数の業者がほぼ一致して推測するところでは全業者の平均在庫は6~
700万円となっている）。給与水準は他とくらべて決して高くはなく 1)' また本表
には示していないが他の諸コストについても冗費が払われているようではな
い。かくて金利は平均年94~100彩と非常に高く取っているものの，利益がこ
のように少いのは， 1店当り（厳密には従業員1人当りでみなければならないが）の
貸出額が非常に少い（例えば多いクラスで， 1,000万円台）うえ，第 5表(c)や(d)に示
されているごとく，現在の貨幣価値や，あるいはサラ金の 1口当りの貸し出し
金額（昭和51年で約7万円）などに比して，質屋の 1口当り入質（貸し出し）金額
1)第5表の質屋（すべて株式会社）の家族専従者および被雇用者の平均給与（年間）は
Bクラスでもそれぞれ約229万円および153万円となっているが，全国全産業の同規模
（資本金1,000万円末満）の株式会社の従業員のそれは同じ昭和51年度で約203万円と
なっている（国税庁総務課緬「税務統計から見た民間給与の実態』昭和52年9月， 46
ペー ジ）。
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が驚くほど小さくて，貸出し単位額当り
非常にコストがかかることに主因がある
ようだ。要するに質屋の金融に対する現
在の需要が大変少い上に，ーロ当りの金
額があまりにも零細すぎるということだ
が， これが，第5表のAクラスおよびB
クラスの在庫額から推察されるごとく質
屋のほぽ全体に当はまるものとすれば，
質屋の現行貸出金利はサラ金並みに高い
が， しかしそれはやむをえぬ高コストに
基づくやむをえぬ高金利と言わねばなら
ない。昭和51年に全国質屋組合連合会が
全国の業者のうち大小各規模併せて40社
を対象に行った実態調査結果に基づいて
なされた一分析も「現状の質業経営が損
益分岐点の状況にある」としている1)。
かくて，今後の営業方法の改善・合理
化や需要増加に基づくコストの低下があ
った場合は無論改定するとして，差し当
り質屋の上限金利の平均は，現行のA,
B両クラスの平均貸付金利2)の平均にほ
ぽ当る96形3)が妥当ではなかろうか。サ
1)朝貝省吾，『質屋営業の実態とその経営分析
について』，全国質屋組合連合会，昭和52年
6月， 1ベー ジ。
2)第5表(b)参照。
3)質屋の貸出に対する金利も小口貸出しの
場合と同様段階制金利がとられるべきで
あり，また現にとられているが，新金利
?
?
?
?
??
? ?
?
?
??
^8I• 
? ?
? ?
? ?
? ???
? ?
。?????
? ?
? ?
? ?
?
?
?
?
(a)
(P)~fey;))! 
?
? ?
???
??
（ ? ）
（ ? ?
?＝ ? ） ? ? ? ? ?
?
?
???
???
? ?ぃ?＿
??
? ?
? ? ? ? ? ? ?
?????
（??????????????
? ?
-&i-~1$1'.-z!I
直I継混
??）
? ?
????
??
?
、
? 「
?
??
??
???
??
?
? ?
。 ? ー ?
???
? ?
?
?
。（?
?
??
?ャッ
? ? ?
?
?
?????
?
?
??
? ? ? ? ?
??????
?
?
? ? ? ? ? ? ?
?
??
?
?
?
サ1k
ぃへ
a
ャ
⇒
ャふム
CH~00IU4
菜初ヨ忌心全囲心や血幼瑯
Cb
b:!.fl008M/~Q! 
(~3;!: 
唱瞑据
k応。ト達泰
\fl~)
? ? ? ?
???
? ?
ぃ ? ?
?
?
サラリー マン金融の高金利の原因と適正金利水準の一試算（上田） 37 
ラ金の適正金利水準にくらぺて随分と高いものが認められるぺきであるとする
根拠は，すでに述べたものも含めて簡単に言えば，①一般の金融業に比して質
物の保管庫などのごとき質屋固有の高コスト要因がある，②冗費はつかわれて
いず，利益率水準も一般にくらべ決して高くはない，③この高金利も無理はな
いと言えるほどに現在の質屋営業は全体として非常に非効率なものなのだが，
あえてそれを存続せしめねばならぬほどに将来におけるその社会的必要性の増
大が見込まれるからである。
ところで高い上限金利がかりに認められたとしてもそれはなにも質屋営業の
安逸を許し，安泰を保証するものでは決してない。さし当り他より特に高い利
率が認められるぺきとする質屋業の公益性という根拠は同時に，当該産業をし
て整理統合やその他による営業の徹底的合理化によりそのコストー利率の大
幅の，しかも早期の引き下げを要請するものであることを業者は銘記すべきで
あろう。さらにまた借り手の感覚からいえば，質物を必要とする質屋の金利
は，担保，保証人共に不要のサラ金金利より安くなくてはならず，かりに割高
を認めるとしても後者が例えば年30%台のときはせいぜいそれより10彩高どま
りの40彩台であろう。そこで今後借り手を誘引する上でもどうしてもこの水準
にまで現在の金利を引き下げるためのあらゆる経営努力がなされねばならな
ぃ。さもなければ折角高い上限金利がいまかりに認められたとしても，早晩借
り手に相手にされなくなり，質屋は「高金利倒れ」となってしまうであろう。
もっとも現在のコスト・収益状況からすれば，いくら努力がなされ，また需要
がふえたとしてもその程度を考えれば，それらだけで現行金利を必要なだけ引
き下げることには自から限度があろう。しかし質屋が妥当な金利で貸出すこと
により，信用度の上で低い庶民が将来非合法の高利貸しに喰い物にされないよ
うにするためには，どうしても質屋の金利は大幅に引下げられねばならない。
そこで最終的には， 政府あるいは地方公共団体からの補助（例えば超低利資金の
体系はこの96%を基礎にして算出すればよい。但し本稿では資料やその他の都合でそ
れを行っていない。
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供給など）すらなされてよいのではないかと思われる。その根拠は，かかる層の
人々の生活安定は社会福祉政策の最も緊要な部分であり，その生活安定のため
の金融上の必要を満す役割を，高金利の故に質屋が満しえないとすれば，結局
政府や地方自治体が莫大なコストや資金をつかっての公的融資や生活扶助の形
でその肩がわりをせねばならないであろう。そうすることを思えば，質屋の努
カの限界を超えるその金利の引き下げに，政府や地方自治体がなんらかの方法
で援助を行なうことは理にかなうからである。
最後に参考までに，これまでの全体において試算および提案した新しい各種
上限金利体系を図示すると第4図のとおりとなる。
